
 

第 ６６ 期 中 間 決 算 公 告 
２０２４年１２月２７日 

長野県松本市渚２丁目９番３８号 

株式会社 長野銀行
取締役頭取 西澤 仁志 

 

中間貸借対照表（２０２４年９月３０日現在） 
（単位：百万円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 １３３,７０２ 預 金 ９５３,４９１ 

金 銭 の 信 託 ９３５ 借 用 金 ８２２ 

有 価 証 券 ２７１,４２５ 外 国 為 替 ０ 

貸 出 金 ５７４,７７４ そ の 他 負 債 ６,５７９ 

外 国 為 替 １,８６８ リ ー ス 債 務 ７２３ 

そ の 他 資 産 ６,５０３ 資 産 除 去 債 務 ８９ 

有 形 固 定 資 産 ４,３６８ そ の 他 の 負 債 ５,７６６ 

無 形 固 定 資 産 ９８ 賞 与 引 当 金 ３２３ 

前 払 年 金 費 用 ７９６ 退 職 給 付 引 当 金 ４１１ 

支 払 承 諾 見 返 １,２８６ 役 員 株 式 給 付 引 当 金 ８１ 

貸 倒 引 当 金 △ ８,４１８ 睡眠預金払戻損失引当金 ５１ 

 偶 発 損 失 引 当 金 ４７１ 

 システム解約損失引当金 ２,２８７ 

 事 業 再 編 関 連 引 当 金 ４８ 

 繰 延 税 金 負 債 １,２３８ 

 支 払 承 諾 １,２８６ 

 負 債 の 部 合 計 ９６７,０９４ 

 （純資産の部）  

 資 本 金 １３,０１７ 

 資 本 剰 余 金 ９,６８１ 

 資 本 準 備 金 ９,６８１ 

 利 益 剰 余 金 ２,９９８ 

 利 益 準 備 金 ３,４２６ 

 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ ４２７ 

 別 途 積 立 金 ５,９９７ 

 繰 越 利 益 剰 余 金 △ ６,４２５ 

 株 主 資 本 合 計 ２５,６９７ 

 その他有価証券評価差額金 △ ５,４５０ 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ ５,４５０ 

 純 資 産 の 部 合 計 ２０,２４６ 

資 産 の 部 合 計 ９８７,３４１ 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ９８７,３４１ 



 

 

中間損益計算書( ２０２４年 ４月 １日から ) 
２０２４年 ９月３０日まで

 
（単位：百万円） 

科     目 金        額 

経 常 収 益 ７,８８５

資 金 運 用 収 益 ４,７８９

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ３,５３０ ） 

（うち有価証券利息配当金） （ １,１７９ ） 

役 務 取 引 等 収 益 ６５２

そ の 他 業 務 収 益 １１０

そ の 他 経 常 収 益 ２,３３３

経 常 費 用 ６,９９８

資 金 調 達 費 用 １５４

（ う ち 預 金 利 息 ） （ １３３ ） 

役 務 取 引 等 費 用 ７３３

そ の 他 業 務 費 用 １,０８０

営 業 経 費 ４,６００

そ の 他 経 常 費 用 ４２９

経 常 利 益 ８８６

特 別 利 益 ０

特 別 損 失 ７６

税 引 前 中 間 純 利 益 ８１０

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １４

法 人 税 等 調 整 額 ９

法 人 税 等 合 計 ２３

中 間 純 利 益 ７８６

 
 

 



個別注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人

等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により

算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価

は、時価法により行っております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、1998 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに 2016

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期

間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建 物   10 年～50 年 

 その他   2 年～20 年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内におけ

る利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残

価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

また、所有権移転ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、自己所有の固定資

産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める債務者区分に応じて、次のとお

り計上しております。 

・破綻先：破産、会社更生、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生して

いる債務者 

・実質破綻先：実質的に経営破綻に陥っている債務者 

・破綻懸念先：現状経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が高い債務者 

・要管理先：要注意先のうち債権の全部又は一部が要管理債権（貸出条件緩和債権及び三月以上延滞債権）で

ある債務者 

・要注意先：貸出条件や返済履行状況に問題があり、業況が低調又は不安定で、今後の管理に注意を要する債

務者 



・正常先：業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者 

① 破綻先及び実質破綻先に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

② 破綻懸念先に対する債権については、債権額から担保処分可能見込額及び保証による回収見込額を控除し

た残額（以下「非保全額」という）のうち、必要と認める額を以下のとおり計上しております。 

イ 与信額が一定額以上の大口債務者に対する債権については、債務者の状況を総合的に判断してキャッシ

ュ・フローによる回収可能額を見積り、非保全額から当該キャッシュ・フローを控除した残額を貸倒引当

金とする方法（キャッシュ・フロー控除法）により計上しております。 

ロ 上記イ以外の債務者に対する債権については、過去の一定期間における倒産確率等から算出した予想損

失率を非保全額に乗じた額を貸倒引当金として計上しております。 

③ 要管理先及び要注意先のうち、与信額が一定額以上の大口債務者に対する債権については、債権の元本の

回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積り、当該キャッシュ・フローを当初の約定

利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）に

より計上しております。 

④ 上記③以外の要管理先及び要注意先と正常先に対する債権については、過去の一定期間における倒産確率

等から算出した予想損失率により貸倒引当金を計上しております。 

（注）１ 倒産確率の算出におけるグルーピング 

倒産確率の算出は、正常先 1 区分、要注意先３区分（要注意先上位、要注意先下位、要管理先）、破

綻懸念先２区分の計６区分で行っております。 

※要注意先は、債務者の信用力の総合的な判断、貸出条件緩和債権等の有無により区分しておりま

す。 

２ 今後の予想損失額を見込む一定期間 

正常先については今後１年間、要注意先及び要管理先については債権の平均残存期間に対応する期

間、破綻懸念先については今後３年間の予想損失額を見込み、貸倒引当金を計上しております。（平均

残存期間は、要注意先上位 61 ヶ月、要注意先下位 54 ヶ月、要管理先 36 ヶ月） 

３ 将来見込み等による倒産確率の補正及び決定方法 

倒産確率は、直近３算定期間の平均値と景気循環サイクルを勘案した長期平均値を比較のうえ決定

しております。なお、直近３算定期間の平均値は、足元の状況及び将来見込み等必要な修正を加えて

算定しております。 

全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、営業関連部署から独立し

た資産査定部署が査定結果を決裁するとともに、監査部署が査定結果を監査しております。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期

に帰属する額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、退職給付債務の算定に

あたり、退職給付見込額を当中間期末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっておりま

す。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用  ：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法により損

益処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌期から損益処理 

（４）役員株式給付引当金 

役員株式給付引当金は、内規に基づき当行の取締役に対して信託を通じて給付する親会社株式の交付に備え



るため、株式給付債務の見込額を計上しております。 

（５）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来

の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

（６）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払

見積額を計上しております。 

（７）システム解約損失引当金 

システム解約損失引当金は、当行と八十二銀行の合併に向け、現在利用しているシステムの中途解約に係る

損失額を合理的に見積り、必要と認められる額を計上しております。 

（８）事業再編関連引当金 

事業の再編等に伴う損失に備えるため、将来の損失見込額を計上しております。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．収益の計上方法 

顧客との契約から生じる収益は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

８．ヘッジ会計の方法 

為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第 25 号 令和

２年 10 月８日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債

権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外

貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ

の有効性を評価しております。 

９．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続 

投資信託（上場投資信託を除く）の解約、償還に伴う差損益については、「有価証券利息配当金」に計上してお

ります。 

 

会計方針の変更 

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022 年 10 月 28 日。以下「2022 年

改正会計基準」という。）等を当中間会計期間の期首から適用しております。法人税等の計上区分（その他の包括

利益に対する課税）に関する改正については、2022 年改正会計基準第 20-３項ただし書きに定める経過的な取扱

い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2022 年 10 月 28 日。以下「2022

年改正適用指針」という。）第 65-２項（２）ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。これによる

中間財務諸表に与える影響はありません。 

 

追加情報 

（親会社との合併及び商号変更について） 

当行は、関係当局の許認可が得られることを前提として、2026 年 1 月 1 日に完全親会社である株式会社八十二

銀行との合併を行うことを目指して、具体的な検討・準備を進めており、2023 年 12 月 15 日に開催された八十二

銀行（親会社）の取締役会において、両行の合併に関する事項が決議されました。 

また、商号は株式会社八十二長野銀行に変更する予定であります。 

 



（従業員等に信託を通じて親会社の株式を交付する取引） 

当行は、取締役（社外取締役を除く）に信託を通じて親会社の株式を交付する取引を行っております。  

（１）取引の概要 

当行は、取締役の報酬と当行の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役が中長期的な業績の

向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、取締役に対する業績連動型株式報酬制度「株

式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しております。 

本制度は、当行が拠出する金銭を原資として親会社株式が信託を通じて取得され、取締役に対して役員株式

給付規程に従って、役位、業績、中期経営計画達成度等に応じて親会社株式および親会社株式を時価で換算し

た金額相当の金銭「親会社株式等」が信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。なお、取締役

が親会社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とします。 

（２）信託に残存する親会社の株式 

信託に残存する親会社株式を、時価により資産の部に株式として計上しております。当該親会社株式の時価

及び株式数は、当中間会計期間 60 百万円、72,130 株であります。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権

は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証している

ものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、

外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるものであります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額  

危険債権額 

三月以上延滞債権額 

貸出条件緩和債権額 

合計額 

3,314 百万円

25,753 百万円

－百万円

4,934 百万円

34,002 百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由に

より経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った

債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当

しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生

債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ず

る債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

２．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別委員会実務指針第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及

び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金

額は 1,197 百万円であります。 



３．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金                   2 百万円 

有価証券                2,149 百万円 

貸出金        96,890 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                    647 百万円 

借用金                     800 百万円 

その他負債                 260 百万円 

上記のほか、当座借越契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金 250 百万円及びその他資産 5,000

百万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、保証金 135 百万円が含まれております。 

４．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約でありま

す。これらの契約に係る融資未実行残高は、48,869 百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のものが

40,064 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

５．有形固定資産の減価償却累計額    12,554 百万円 

６．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証

債務の額は 4,454 百万円であります。 

７．銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準） 6.96％ 

 

 



（中間損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、貸倒引当金戻入益 516 百万円を含んでおります。 

２．営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、次の資産について帳

簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額 76 百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 本店 動産及び 69 百万円 

  無形固定資産 (うち動産    0 百万円) 

   (うち無形固定資産 69 百万円) 

長野県内 事業用店舗 1 か所 土地 0 百万円 

   (うち土地    0 百万円) 

長野県内 寮等 3 か所 土地、建物及び動産 6 百万円 

   (うち土地    5 百万円) 

   (うち建物    0 百万円) 

   (うち動産    0 百万円) 

合計  土地、建物、動産及び 76 百万円 

  無形固定資産 (うち土地    6 百万円) 

   (うち建物    0 百万円) 

   (うち動産    0 百万円) 

   (うち無形固定資産 69 百万円) 

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一

建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。 

なお、当中間期の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は、不動

産鑑定評価額等にて合理的に算定しております。 

 

 



（金融商品関係） 

１．金融商品の時価等に関する事項 

中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等及び

組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預け金、コールローン及び買入手形、外

国為替（資産・負債）は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しておりま

す。 

（単位：百万円） 

  
中間貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 金銭の信託 935 935 －

(2) 有価証券  

 その他有価証券 268,588 268,588 －

(3) 貸出金 574,774  

  貸倒引当金（＊１） △8,395  

  566,379 564,085 △2,294

 資産計 835,903 833,609 △2,294

(1) 預金 953,491 953,321 △170

(2) 借用金 822 821 △0

 負債計 954,313 954,142 △170

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金等の中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価

情報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区分 中間貸借対照表計上額 

① 非上場株式（＊1）（＊2） 874

② その他の証券（＊3） 1,962

合計 2,836

（＊１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 令和２

年３月 31 日）第 5 項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２）当中間会計期間において、非上場株式について減損処理を 0 百万円行っております。 

（＊３）組合出資金については「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 令

和３年６月 17 日）第 24-16 項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 



２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。 

 

 レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

 レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価 

 レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品 

（単位：百万円） 

 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

金銭の信託 － 935 － 935

有価証券(その他有価証券)   

   株式 11,587 － － 11,587

   国債 127,692 － － 127,692

   地方債 － 101,813 － 101,813

   社債 － 22,286 4,564 26,851

投資信託 637 5 － 643

資産計 139,918 125,040 4,564 269,523

 



（２）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

（単位：百万円） 

 
時価 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

貸出金 － － 564,085 564,085

資産計 － － 564,085 564,085

預金 － 953,321 － 953,321

借用金 － 821 － 821

負債計 － 954,142 － 954,142

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

金銭の信託 

 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託の信託財産の構成物である有価証券については、取引金融

機関から提示された価格によっており、構成物のレベルに基づき主にレベル２の時価に分類しております。 

 

有価証券 

 有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類してお

ります。主に上場株式や国債がこれに含まれます。 

 公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。主

に地方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買

戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時価とし、

レベル２の時価に分類しております。 

 相場価格が入手できない場合には、取引金融機関から提示された価格又はモデルに基づき算定された価格によ

っており、算定に当たり重要な観察できないインプットを用いている場合にはレベル３の時価に分類しておりま

す。 

 自行保証付私募債等は、私募債の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額

を同様の新規引受を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており、当該割引率が

観察不能であることからレベル３の時価に分類しております。 

 

貸出金 

 貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出

を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しており、当該割引率が観察不能であることからレベル

３の時価に分類しております。このうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信

用状態が実行後大きく異なっていない場合は時価と帳簿価額が近似していることから、帳簿価額を時価としてお

ります。 

 また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保・保証による回収見込額等に基づ

いて貸倒見積高を算定しており、時価は中間決算日における中間貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計

上額を控除した金額に近似していることから、当該価額を時価としており、レベル３の時価に分類しております。 

 

負 債 

預金 

 要求払預金について、中間決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額を時価としております。また、



定期預金については、一定の期間ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引いた割引現在価値により時

価を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、残

存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。 

 これらについては、レベル２の時価に分類しております。 

 

借用金 

 借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行の信用状態は実

行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿

価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利

金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値等を算定しております。な

お、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額を時価としております。 

 これらについては、レベル２の時価に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

 デリバティブ取引は、通貨関連取引（通貨先物、通貨オプション等）、債券関連取引（債券先物オプ

ション等）、クレジット・デリバティブ取引等であり、店頭取引が大部分を占めており、割引現在価値

技法やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっております。店頭取引の価額を算定す

る評価技法に使用されるインプットは主に金利や為替レート、ボラティリティ等であります。観察で

きないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル２の時価、重要な観察でき

ないインプットを用いている場合はレベル３の時価に分類しております。 

 

（注２）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 

（１）重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2024 年 9 月 30 日） 

 

区分 評価技法 
重要な観察できない 

インプット 

インプットの 

範囲 

インプットの 

加重平均 

有価証券 
  

私募債 割引現在価値技法 倒産確率 0.2％―8.3％ 0.8％

 



 

（２）期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2024 年 9 月 30 日） 

（単位：百万円） 

 
期首残高 

当期の損益又はその他有価

証券評価差額金 

購入、売却、

発行及び決

済の純額

レベル

３の時

価への

振替 

レベル３

の時価か

らの振替 

期末残高 

当期の損

益に計上

した額の

うち貸借

対照表日

において

保有する

金融資産

及び金融

負債の評

価損益

(※)１ 

損益に計上 

(＊)１ 

その他有価証

券評価差額金

に計上 

有価証券    

 私募債 5,305 － △33 △707 － － 4,564 －

 

（３）時価の評価プロセスの説明 

 当行は、総合企画部及び市場運用部が、時価の算定に関する方針及び手続、時価評価モデルの使用

に係る手続を定めております。リスク統括部は、当該モデルの妥当性を確認し、使用するインプット

及び算定結果としての時価が方針及び手続に準拠しているか妥当性を確認しております。また、総合

企画部及び市場運用部は当該算定結果に基づき時価のレベルの分類について判断し、リスク統括部は

時価のレベルの分類について妥当性を確認しております。 

 時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデル

を用いております。また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている

評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性

を検証しております。 

（４）重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

倒産確率 

 私募債の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは倒産確率であります。倒産確率

は、倒産事象が発生し、契約金額を回収できない可能性を示す推定値であります。倒産確率の大幅な

上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。 

 



（有価証券関係） 

１．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2024 年９月 30 日現在） 

  該当ありません。 

 

２．その他有価証券（2024 年９月 30 日現在） 

 種類 
中間貸借対照表

計上額（百万円）

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

株式 9,253 5,644 3,609 

債券 3,363 3,330 33 

 国債 2,740 2,707 32 

 地方債 － － － 

 社債 622 622 0 

その他 167 162 4 

小 計 12,784 9,136 3,647 

中間貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

株式 2,333 2,443 △ 109 

債券 252,994 261,925 △ 8,931 

 国債 124,952 126,021 △ 1,068 

 地方債 101,813 109,114 △ 7,301 

 社債 26,228 26,789 △ 561 

その他 475 532 △ 57 

小 計 255,804 264,902 △ 9,098 

合計 268,588 274,038 △ 5,450 

 

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の中間貸借対照表計上額 

 中間貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 874 

組合出資金 1,962 

合計 2,836 

   組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 令和

３年６月 17 日）第 24-16 項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

３．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時

価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについ

ては、当該時価をもって中間貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当中間期の損失として処理（以下「減

損処理」という。）しております。 

当中間期における減損処理額は、該当ありません。 

時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対して 50％程度以上下落した場合とし

ております。また、時価が取得原価に対し、30％以上 50％未満下落した場合は、過去一定期間において時価が簿

価あるいは評価損率が 30％未満の水準まで達しない場合、時価が「著しく下落した」と判断し、時価の回復可能

性の判定を行ったうえで、回復の可能性が認められない場合には、減損処理を行うものとしております。 

 



（税効果会計関係） 

繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

税務上の繰越欠損金                 4,009 

貸倒引当金                              2,432 

固定資産（非償却資産）の減損                     1,258 

減価償却費（償却資産の減損含む）             383 

システム解約損失引当金                     696 

有価証券評価損                             185 

偶発損失引当金                             143 

退職給付引当金                                      125 

リース債務                           188 

その他                        288  

繰延税金資産小計                     9,711  

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額      △ 4,009  

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額   △ 5,701  

評価性引当額小計                 △ 9,711  

繰延税金資産合計                       －  

繰延税金負債 

前払年金費用                           △  242 

リース資産                                     △   120 

子会社株式売却益                         △   875 

その他                              △   0  

繰延税金負債合計                          △ 1,238  

繰延税金負債の純額                          △ 1,238 百万円 

 



（収益認識関係） 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

（単位：百万円) 

 
銀行業務 

預金・貸出業務 236 

証券関連業務 1 

為替業務 177 

代理業務 100 

投資信託販売関係業務 93 

保険販売関係業務 32 

その他 22 

顧客との契約から生じる収益 665 

その他の収益 7,220 

外部顧客に対する経常収益（注） 7,885 

（注） 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 

 

（１株当たり情報） 

 １株当たりの純資産額           2,231 円 09 銭 

 １株当たり中間純利益金額             86 円 69 銭 
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